
 
【内閣官房総合海洋政策本部事務局と同時発表】 

 

平成２６年１１月１８日  

総 合 政 策 局 

技 術 政 策 課 

 
第３回「遠隔離島における産学官連携型の海洋関連技術開発推進委員会」 

の開催について 
 

「排他的経済水域及び大陸棚の保全及び利用の促進のための低潮線の保全及び拠点施

設の整備等に関する基本計画（平成 22 年 7 月 13 日閣議決定）」（低潮線保全法基本計画）

では、海洋鉱物資源開発の推進や再生可能エネルギー技術の実用化、サンゴ増殖技術の

開発など、特定離島（南鳥島及び沖ノ鳥島）を拠点とした活動の目標が示されています。 

南鳥島においては港湾施設の整備進捗に伴い、27 年度中に技術開発等の実証を行う空

間が確保できる目途が立ちつつあることから、同島を活用した海洋関連技術開発の推進

方策について検討すべく、本年 1 月に標記委員会が設置されましたが、その第３回会合

を下記の通り開催します。 

今次第３回会合では、南鳥島における技術開発基本計画（案）等について審議が行わ

れる予定です。 

 

記 

 

１．日時：平成 26 年 11 月 19 日（水）9：30～11：00 

２．場所：合同庁舎２号館 共用会議室３Ｂ 

３．議題： （１）前回第２回委員会議事録の確認 

（２）現地環境の保全との調和について 

（３）技術開発実施基本計画（案）について 

（４）公募提案内容とコメントについて 

（５）今後のスケジュールについて 

（６）その他 

４．委員名簿：別紙のとおり 

５．会議は非公開で行います。なお、議事録及び資料は後日国交省ホームページで公開

します。 

 

 

 



 
別紙 

委員名簿（順不同） 
 

河野 真理子  早稲田大学法学学術院 教授 

 

（座長）高木 健  東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授 

 

宮本 卓次郎  横浜国立大学総合的海洋教育・研究センター特任教授 

 

門脇 直哉  一般社団法人日本プロジェクト産業協議会 常務理事 

 

続橋 聡  一般社団法人日本経済団体連合会 産業技術本部長 

 
 
 
 

【問い合わせ先】 

（低潮線保全法基本計画、本委員会の趣旨等） 

内閣官房 総合海洋政策本部事務局 原 

直通:03-6257-1959 

 

（公募要領、南鳥島の現況等） 

国土交通省総合政策局技術政策課 那須、大内 

代表:03-5253-8111 内線:25616、25625 

直通:03-5253-8308 

FAX :03-5253-1560 


